







































































































































































































































































































































Source Book）を綜合して用いました）。日本が連合国の占領から名目上の独立をした 1952 年
には一人当たりの国内総生産（GDP）で通貨の購買力で補正された値（Per capita gross 
domestic product purchasing power parity value, GDP-PPP）からみると、合州国の一人当た







で、その後の展開を見てみましょう。1950 年代から 1970 年代にかけて日本経済は急速の成長
を遂げ、今から 42 年前の 1982 年には一人当たりの GDP-PPP で合州国のほぼ 70 ％に達して
います（ここで比較されているのは一人当たり国内総生産であり、購買力平価の修正を経たも
のです。名目の値でいえば、おそらく合州国の水準の 90 ％近くまでいっていたでしょう）。他
方、日本との比較で、中国の一人当たりの GDP-PPP は日本の約 30 分の 1 、韓国のそれは約 3
分の 1 、台湾のそれは半分弱です。その 10 年後の 1992 年には、日本の経済はバブル期の成長
を遂げ、一人当たり GDP-PPP で合州国のそれの 82 ％に達する一方、中国は日本の 20 分の 1 、
韓国は日本の 45 ％、台湾は 57 ％にまで伸びてきています。さらにその次の 10 年間は日本の
衰退が顕著になります。2002 年になると、一人当たりの GDP-PPP で日本は合州国のそれの
70 ％でそれ以前とはほとんど変わりませんが、中国は日本のそれの 11 ％に、韓国と台湾はそ
れぞれ 71 ％と 81 ％と、日本の所得水準に肉薄してきます。そして 21 世紀になってからの一
昨年（2012）までの 10 年間で、合州国の一人当たり GDP-PPP に対して日本のそれは 69 ％で
やや後退しているのに対して、中国は日本の約 4 分の 1 に、韓国は 89 ％とほぼ日本と同じ所
得水準に達しています。さらに注目すべき点は、台湾が一人当たり GDP-PPP で日本を追い越
して、日本の約 107 ％になっていることです。つまり、台湾の平均的な個人の所得が日本人の
それを 7 ％上回るという事態になっているのです（以下に、参考にした過去 40 年間の一人当
たり平均年収入の IMF 推定値を記しておく。IMF estimates（現時点 US$ 購買力平価換算値）
　　　　1982 年：USA 14，410；中国 327；日本 10，615；韓国 3，040；台湾 4，466.
　　　　1992 年：USA 25，467；中国 1，028；日本 21，057；韓国 9，443；台湾 11，901.
　　　　2002 年：USA 38，123；中国 2，884；日本 26，749；韓国 18，878；台湾 21，613.












































典的な著作を上げておきます。Johannes Fabian, Time and the Other: How Anthropology Makes 






















10　より詳しくは、Transnational Network for Critical Inter-Asian Cultural Studies の宣言文とし
て書かれた拙稿 Transnationality and Exile（邦訳は「脱・国体と亡命」『現代思想』第 43 巻
17 号、164―180 頁所収）を参照してください。
